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「貸金業制度等に関する懇談会」提出資料

日本弁護士連合会上限金利引き下げ実現本部

本部長代行 弁護士 宇都宮 健児
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●特例の必要性の検討

少額・短期の資金に対する需要？

新たな資金需要者既存の多重債務者

まず債務整理が必要 多重債務者を生み出さない
制度が必要

低所得層 中以上の所得層

生活福祉資金
貸付制度

現に利息制限法の範囲内で
の貸付を行っているもの（モ
ビット、アットローン、ＤＣキャッ
シュワンなど）

利息制限法の範囲内に引き
下げ方向のクレジットカード会
社

自治体提携社会福祉資金貸
付制度（労働金庫による協調
融資）

＋

Ｐ３「セーフティ
ネットとしての貸

付制度」へ

Ｐ８「多重債務
相談体制の充
実を」へ

生活費

冠婚葬祭

住居の移転

医療費etc.

高リスク層？

「少額・短期の貸付」につき高金利
を容認する特例を設ける必要性は
乏しい



 

 

多重債務者をださないためのセーフティネットとしての貸付制度 

 

民間金融機関など 

生活福祉資金貸付制度 
（社会福祉協議会） 
 

対象・年収 市町民税非課税、生活保護基準 1.7 倍以下の所得 

基本    保証人有（⑧は保証人なし） 

メニュー  

①更生資金  ②福祉資金  ③住宅資金 ④修学資金 
⑤療養・介護資金  ⑥災害援護資金  ⑦長期生活支援資金 
⑧緊急小口資金（2003 年スタート） 
 （宮城、栃木など 10 府県で実施していない。） 

５万円、利息 3% 保証人なし 
2004 年実績 ４億円 4,520 件 期日内償還 88.9% 
平均必要日数 4.94 日（最短 2 日、最長 10 日） 
実施していないところでも府県独自で「生活安定資金」（宮城 5 万円まで 無利息）

小口生活資金としての貸付制度有。実施していないところでも、府県独自で小口生

活資金としての貸付制度がある。 

大阪府での小口生活資金貸付では１０万円まで（単身世帯 ５万円以内） 

据置期間経過後２０ヶ月以内（据置期間２ヶ月以内） 

無利子 原則連帯保証人不要 （大阪府社会福祉協議会 HP から） 

⑨離職者支援資金(2003 年スタート) 
2004 新規 15,406 件 106 億円 

（原資保有額 1,135 億円 貸付残高 846 億円、離職者支援分 964 億円貸付残高 137 億円） 
 

生活保護 H17 年度 2 兆 6,045 億

自治体提携社会福祉資金貸付制度 
（労働金庫による協調融資） 

対象 中小企業勤務 １年以上（一部例外有り） 

年収 税込約１５０万円以上 

基本 保証人なし（日本労働者信用基金協会で保証） 

メニュー     貸付限度額  金利 

生活資金    ２００万円  2.44% 

教育資金    ３００万円    1.74% 

生活資金    １００万円    1.20% 

緊急生活資金  ２０～３０万  1.75% 

（宮城県勤労者融資制度ご案内から）

2004.4.6 実績 全都道府県 36,560 件 残高９２２億円 

2004 新規 4,523 件 111 億円 （中央労働金庫調べ） 

 ※その他、市と労働金庫の共同融資制度もある。 
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多重債務相談体制の充実を 
（ヤミ金被害を出さないために） 

多重債務者２００万人以上 

多重債務問題に取り

組む弁護士・認定司

法書士  
①任意整理 
②自己破産 
③個人再生 
④過払金請求 
（認定司法書士は、

②・③は代理権なし）

 

法テラス 
司 法 支 援 セ ン タ ー

（2006.10 オープン） 
 
 

全国の消費生活センター 
2005 年相談件数  
約６万件 
2006.3 「多重債務問題の現

状と対応に関する調査研究」

より 

全国の司法書士会 
（相談無料） 
相談件数についての全国集計はない 

福祉事務所相談窓口 

税務署等の 
徴税部門 

コールセンター 
年間２００万件（予測）

の振り分け相談 

民事扶助 
2004 年実績 
代理援助 37,175 件 
（財）法律扶助協会 
「平成 16 年度 

事業報告書 ４頁」 
民事扶助予算 98 億の約３分

の２が多重債務関連 

現在のルート 

今後のルート 

今後の課題 

弁護士会  
非弁提携弁護士の監視 

全国の弁護士会 
（地域によって相談無料） 
多重債務相談窓口 
2004 年 相談件数 43,868 件 
サラ金整理 （破産、民事再生、任

意整理、ヤミ金処理、過払金請求）

具体的事件処理は弁護士が引受 

2004 新規カウンセリング実施  
1,368 件 東京・名古屋・福岡 
(（財）日本クレジット・カウンセリング協会「平成１６年度報告書」

（任意整理を行う。破産、ヤミ金処理、過払金請求は弁護士会へ紹介）

予算 約 ４億 

（財）日本クレジット・カウンセ

リング協会 

全国クレジット・サラ金被害者連絡協議会加盟の被害者の会 
2003 相談件数 27,778 件 
（貸金業制度等に関する懇談会資料 14-4）

広報 
地方自治体が広報紙で多重債務問題を特集

したり、相談機関を広報する必要がある。政

府広報の充実 

広告 
広告の中にカウンセリング機関の表示 
（与党「基本的考え方」） 
例えば法テラスコールセンターの表示 
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保証料等に関する規制について

金銭消費貸借契約に関し、借主が貸主又は第三者に対して支払
う元本及び利息以外の金銭は、保証料、媒介手数料、その他名
義の如何を問わず、貸主が保証料等が支払われていることを認
識している場合には、その全てを利息の支払とみなす（ただし、貸
付に関して保証料等が支払われた場合には、貸主が保証料等が
支払われていることを認識しているものと推定する）旨の規定を
設けるべきである。

親族・友人間で情宜的にやりとりされる「保証人に立ってもらった
ことに対するお礼」の金額等を貸金業者がたまたま認識するという
可能性は現実には乏しく、処罰範囲を不当に拡張することにはなら
ないものと考える

「貸付けの条件として保証料が支払われた場合」に限定すると、
潜脱が極めて容易になってしまう

少なくとも、「業として金銭の貸借の保証、媒介、仲介、紹介をな
す者が受領する金銭は、保証料・媒介手数料・仲介料・紹介料その
他名義の如何にかかわらず利息とみなす」ものとすべきである（前
記「親族間等のお礼」は確実に適用外となる）。

みなし弁済規定について

みなし弁済規定は直ちに廃止すべきである

みなし弁済規定を廃止することは確実な合意点であって、特例や
経過措置にかこつけてこれを存続させることはできない。


